（別紙６）契約書の記載例（修正追加：違約金条項）

○ ○ 業 務 委 託 契 約 書
　山梨県（以下「甲」という。）と○○○○（以下「乙」という。）とは、××××業務の委託について、次のとおり契約を締結する。

　（目的）
第1条　甲は、別紙「仕様書」に掲げる業務を乙に委託し、乙はこれを受託する。
　（○○○○）

第2条　・・・・・・・・・・・・・。
　：
　（甲の解除権）　※ 契約解除の条に、暴力団排除及び違約金に関する条文を追加。

第○条　甲は、乙が次の各号の一に該当するときは、契約を解除することができる。

　（１）契約に違反し、その違反により契約の目的を達成することができないと認められるとき。

　（２） ・・・・・・ ・・・・。

　　：

（○）自己又は自社の役員等が、次の各号のいずれかに該当する者であることが判明したとき、又は次の各号に掲げる者が、その経営に実質的に関与していることが判明したとき。

ア  暴力団 （暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

イ  暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）

ウ  自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどした者

エ 　暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど、直接的若しくは積極的に暴力団の維持・運営に協力し、又は関与している者

オ　 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者

カ   下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が上記アからオまでのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結した者
　　：
２　前項の規定によりこの契約が解除された場合は、乙は、違約金として契約金額の　　１００分の１０に相当する金額を甲に支払うものとする。

３　第１項の規定によりこの契約が解除された場合において、乙は、甲にその損失の補償を求めることができない。
　　：




契約解除条項に暴力団排除に


関する要件を追加する








契約保証金を免除した場合は違約金の条項を追加する





























収入印紙




















